林業・木材製造業労働災害防止協会福井県支部
林業従事者安全サポート事業補助金交付要綱
第１　趣　　旨
林業従事者安全サポート事業の補助金交付については、福井県が定める林業従事者安全サポート事業補助金交付要領（令和元年９月５日制定。「以下「県交付要領」という。）、福井県補助金等交付規則（昭和４６年４月１日付け福井県規則第２０号。以下「県交付規則」という。）によるほか、本要綱に定めるところとする。
第２　目　　的

林業における労働災害の死傷者数は他の業種に比べ、きわめて高い状況にある。そのため、安全強化のための装備等の購入経費への助成を行うことで労働災害を防止し、林業従事者が安心して働くことができる環境を整備することで担い手の確保を目指す。
第３　事業内容
　林業・木材製造業労働災害防止協会福井県支部（以下「林災防」という。）は、林災防の会員が安全強化のための装備等の購入経費に対し、予算の範囲内で助成を行う。
　
第４　補助対象経費、補助率等
　　本事業における補助対象経費および補助率等については、別表１で定めるとおりとする。
第５　事業主体
１　本事業の事業主体は、林災防の会員である林業事業体等、団体、個人とする。

２　林業事業体等、団体の場合は、別表１の⑨以外の安全装備品を申請する場合はあらかじめ着用する者を定めることとする。（以下「着用予定者」とする。）
３　本事業の申請を行う個人および着用予定者については、下記事項を満たすものとする。

1 県または補助事業者が指定する安全講習会を受講した者

2 申請者が林業事業体の場合は、６カ月以上の期間にわたる雇用契約を結んでいる者

第６　事業の募集
１　林災防は、会員に対し本事業の募集開始を広く周知するものとする。
２　本事業の募集については、必要に応じ複数回に分けて募集を行うことができるものとする。
第７　事業申込書の提出
１　本事業による助成を受けたい者は、林災防が定める募集期限までに事業申込書（様式第１号）を作成し、提出するものとする。
２　前項の事業計画書には、下記の書類を添付すること。
1 安全装備品補助内訳（様式第１－１号）

2 返信用封筒（８４円切手を貼り、宛先を記入したもの）
第８　補助金額の決定
林災防は、第７で事業主体から提出された事業申込書の内容を基に補助金額を決定し、事業主体へ通知するものとする。（様式第２号）
第９　補助金の交付申請
１ 事業主体は、林災防が定める提出期日までに補助金交付申請書（様式３
号）を提出しなければならない。
２　前項の補助金交付申請書には下記の書類を添付すること。
1 事業実施計画（様式第３－１号）
2 安全装備品補助内訳（様式第３－２号）
3 着用予定者の雇用契約書
4 見積書等の積算根拠
5 チェーンソー防護ズボンおよびチャップスについては、県交付要領に記載されている一定の防護性能が証明できるカタログ等の書類
6 返信用封筒（８４円切手を貼り、宛先を記入したもの）
第１０　補助の条件
１　事業主体は補助金の目的を達成するために次に掲げる条件を遵守しなけ
ばならない。
（１）国、県が定める補助金に係る法令、規則、要綱等の規定に従わなければならないこと。
（２）補助金に係る経理および処理経過が明確に分かるよう必要に応じて関係書類を整備し、補助事業完了後５年間保管しなければならない。
（３）申請者が消費税の課税事業者の場合、補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金の仕入れに係る消費税等相当額を減じて申請しなければならない。

免税事業者の場合は、申請年度の前々年度に係る法人税（個人事業主の場合は所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）および損益計算書類等の売上高が確認できる資料を申請時に添付すること。

（４）補助事業により取得しまたは効用の増加した財産について処分制限期間内において、県の承認を受けずに補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、または取壊してはならない。ただし適切な使用状況においてやむを得ない理由で安全装備品を破損し処分する場合は、事業主体負担にて同等の安全装備品を購入すること。
２　事業主体が補助金を他の用途へ使用したり、その補助金の交付決定の
内容またはこれに附した条件その他この交付要綱および県交付要領に違反
したときは、補助金等の交付の決定の全部または一部を取り消すものとす
る。
第１１　補助金交付決定
　　林災防は第９の申請内容を審査の上、事業主体に対し補助金の交付額を決定し、通知するものとする。（様式第４号）
第１２　事業の着手
　　事業の着手は原則として第１１で定める補助金交付決定の通知を受けた後に行うものとする。
　　ただし、これにより得がたい場合には、その理由を具体的に明記した交付決定前着手届（様式第５号）を林災防に提出し着手するものとする。
　
第１３　実績報告書の提出

１　事業主体は、原則１月末までに事業に係る支払いを完了し、完了実績報告書（様式第６号）を林災防に提出するものとする。
２　完了実績報告書は、前項で定める様式のほか下記書類を添付する。
1 事業実績（様式第６－１）
2 安全装備品補助内訳（様式第６－２）
3 写真台帳[納品写真および使用状況写真]（様式第６－３）
4 納品書および領収書等
5 着用者が福井県または林災防が指定する安全講習会を受講している
ことの証明書
6 返信用封筒（８４円切手を貼り、宛先を記入したもの）
第１４　完了検査
１　林災防は第１３で定める完了報告書の提出後、完了検査を実施するものとする。
２　検査は、書類検査を基本とする。ただし、提出書類に嫌疑がある場合は必要に応じて現地検査も行えるものとする。

 ３　林災防は、検査完了後、検査調書（様式第７号）を作成し、補助事業完了の翌年から起算して５年間保管するものとする。
第１５　額の確定および支払い
 　 林災防は第１４で定める検査完了により、補助事業の成果が補助金等の交付決定の内容およびそれに附した条件に適合すると認められる場合は、事業主体に対し、額の確定通知（様式第８号）を送付後、補助金を振り込むものとする。
第１６　その他
この交付要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、県と別途協議の上、決定する。
この要領は令和元年９月５日より適用する。
